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インドネシア「PT Dutagriya Sarana（デュータグリヤ サラナ）」の株式取得（子会社化） 

に関する基本方針決定のお知らせ 

 

当社は本日開催の取締役会において、インドネシアの人材サービス会社「PT Dutagriya Sarana」（以下、

「DGS社」）の株式の49.0％を取得し、子会社化する方針を決議しましたので、お知らせいたします。 

 

１．株式の取得の理由 

 近年 ASEANに進出する日系企業が増加しています。中でも ASEAN最大の人口と国内市場を有す

るインドネシアは、自動車業界をはじめ日系企業の進出が顕著で、今後も高い成長力が期待されてい

ます。日系企業の人材需要も旺盛であることに加えて、労務管理、従業員満足度の向上、人材育成な

ど、人材サービスへの要望も多岐に広がっています。 

 この度、パソナグループはDGS社を子会社化し、インドネシアにおける総合人材サービスを開始す

る方針を決議しました。パソナグループは平成24年１月にPT Pasona HR Indonesiaを設立して人材

紹介と人事コンサルティング事業を既に展開しており、順調に業績を拡大しております。人材派遣の

ほか、現地のマネジメントや従業員を育成するための教育・研修についても日系企業から強い要望を

いただいておりましたが、外資参入規制により早期のサービス提供が困難でした。このため、DGS

社の子会社化が顧客ニーズに応える最適な選択肢であると判断しました。 

 DGS社はホワイトカラーの人材派遣で同国有数の規模を誇り、金融、ＩＴなどの専門分野に強く、

現地の銀行、保険会社、メーカーをはじめとする様々な業界の大手企業を顧客としています。今後、

同社がパソナグループのサービスメニューやノウハウおよびネットワークを活用し、現地企業や日系

企業の顧客層を拡大していくことにより、更なる成長が見込まれます。パソナグループは、日系企業

の人財戦略と成長を支えるパートナーとして、国内と同水準の人材サービスをインドネシアで展開し

てまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．異動する子会社（PT Dutagriya Sarana）の概要      
                                 （平成27年３月24日現在） 

（１） 名 称 PT Dutagriya Sarana 

（２） 所 在 地 
Graha Mas Fatmawati Blok A.10-11 Jl. RS. Fatmawati No.71, 

Jakarta, Indonesia  

（３） 代表者の役職 ･氏名 CEO  Inda D. Hasman 

（４） 事 業 内 容 
人材派遣、人材紹介、給与計算やＢＰＯなどのアウトソーシン

グ、教育･研修、組織開発などのコンサルティング他 

（５） 資 本 金 4,000百万ルピア 

（６） 設 立 年 月 日 平成12年10月30日 

（７） 当 社 と の 関 係 記載すべき資本関係、人的関係及び取引関係はありません。 

（８） 最近３年間の経営成績及び財政状態                  

 決算期 平成24年12月期 平成25年12月期 平成26年12月期 

 純 資 産 6,691百万ルピア 7,305百万ルピア 5,914百万ルピア 

 総 資 産 24,462百万ルピア 20,889百万ルピア 18,254百万ルピア 

 売 上 高 100,692百万ルピア 90,307百万ルピア 71,731百万ルピア 

 営 業 損 益 1,991百万ルピア 2,438百万ルピア △743百万ルピア 

 当 期 純 損 益 523百万ルピア 615百万ルピア △1,114百万ルピア 

 

３．取得株式数および取得前後の所有株式の状況 

    当社はDGS社の株式の49.0％を取得する予定ですが、取得方法、取得価額等の詳細は検討中です。 

 

４．日程 

平成27年３月24日          当社取締役会方針決議  

平成27年４月（予定）       株式譲渡契約締結 

平成27年５月（予定）       株式の取得 

 

５．今後の見通し  

 DGS社は当社の連結子会社となる予定ですが、当期の連結業績に与える影響は軽微です。 

 

 

以 上 


